
◎沖縄振興特別措置法の一部を改正する法律 
（平成一七年三月三一日法律第一四号）   

一、提案理由（平成一七年三月一五日・衆議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会） 

○小池国務大臣 

……………（略）…………… 

 続きまして、沖縄振興特別措置法の一部を改正する法律案につきまして御説明申し上

げます。 

 沖縄振興については、自立型経済の構築等を目指し、沖縄振興特別措置法及び沖縄振

興計画に基づき、各種の産業振興等を図るとともに社会資本の充実等基盤整備のための

特別措置を講じているところであります。国及び地方公共団体を通じた財政改革のため

の国の補助金等の整理及び合理化が進められる中、沖縄の置かれた特殊な諸事情を踏ま

え、沖縄振興計画の推進に支障が生ずることのないよう、国が交付する交付金額の算定

に係る特例を定めるとともに沖縄に対する特別の交付金制度の創設等所要の措置を講ず

る必要があるため、ここに本法律案を提出申し上げる次第であります。 

 次に、本法律案の内容について、その概要を御説明いたします。 

 第一は、補助率のかさ上げ措置のある国の補助金等が交付金化される場合において、

交付金の額の算定に関し特例措置を講じるものであります。 

 沖縄振興特別措置法別表に掲げるもので政令で定める事業に要する経費に充てるため、

政令で定める交付金を交付する場合においては、同法の規定の適用による補助率のかさ

上げ措置を参酌して、交付金の額を算定することといたします。 

 第二は、補助率のかさ上げ措置のある国の補助金等が廃止される場合において、かさ

上げ措置の趣旨を踏まえ特別の交付金を創設するものであります。 

 沖縄県知事が、廃止される補助事業に係る沖縄振興特定事業計画を作成し、その計画

に基づく事業に充てるため、新たに自由度の高い特別の交付金制度を創設することとい

たします。 

 以上が、これら二法案の提案理由及び概要でございます。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同くださいますようよろしくお願いいたしま

す。 

二、衆議院沖縄及び北方問題に関する特別委員長報告（平成一七年三月一八日）   

○荒井聰君 ただいま議題となりました両案につきまして、沖縄及び北方問題に関する

特別委員会における審査の経過及び結果を御報告いたします。 

……………（略）…………… 

 次に、沖縄振興特別措置法の一部を改正する法律案について申し上げます。 

 本案は、国及び地方公共団体を通じた財政改革のための国の補助金等の整理及び合理

化に伴い、沖縄の置かれた特殊な諸事情を踏まえ、国が交付する交付金額の算定に係る

特例を定めるとともに沖縄に対する特別の交付金制度の創設等の措置を講じようとする



ものであります。 

 両案は、三月十四日本委員会に付託され、翌十五日小池沖縄及び北方対策担当大臣か

ら提案理由の説明を聴取した後、質疑に入り、昨十七日質疑を終了し、採決の結果、両

案はいずれも全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第であります。 

……………（略）…………… 

 以上、御報告申し上げます。 

三、参議院沖縄及び北方問題に関する特別委員長報告（平成一七年三月三〇日）   

○木俣佳丈君 ただいま議題となりました沖縄振興特別措置法の一部を改正する法律案

につきまして、委員会における審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、平成十七年度における国及び地方公共団体を通じた財政改革のための国

の補助金等の整理及び合理化に伴い、沖縄の置かれた特殊な諸事情を踏まえ、国が交付

する交付金の額の算定に関する特例を定めるとともに、沖縄県知事が作成する沖縄振興

特定事業計画に基づく事業に充てるための交付金制度を創設する等の措置を講じようと

するものであります。 

 委員会におきましては、平成十七年度の沖縄振興にかかわる特別の交付金の対象事業、

沖縄における自立型経済の在り方、琉球諸島の世界自然遺産登録の可能性、国際機関の

沖縄への誘致等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願い

ます。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定致しました。 

 以上、御報告申し上げます。 


